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 第５章  子ども･子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

 

１ 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の考え方☆★☆★☆ 

 

（１）量の見込みの算出の考え方 

国から示された算出の考え方等に基づき、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業の

量の見込みの算出を行います。 

・市町村子ども・子育て支援事業計画における「量の見込み」の算出等のための手引き（平

成 26年１月 20日内閣府子ども・子育て支援新制度施行準備室事務連絡） 

・第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方

（初版）（令和５年９月 20日こども家庭庁成育局総務課事務連絡） 

・第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方

（改訂版 ver.1）（令和６年３月 11 日こども家庭庁成育局総務課事務連絡） 

・第三期市町村子ども・子育て支援事業計画等における「量の見込み」の算出等の考え方

（改訂版 ver.2）（令和６年 10月 10 日こども家庭庁成育局総務課事務連絡） 

 

（２）教育・保育提供区域の設定 

教育・保育提供区域とは、本計画に基づいて実施される教育・保育及び地域子ども・子育て

支援事業を実施する区域です。 

子育て支援サービスを受ける場合に、自宅の近くの場所を選択する傾向がありますが、共働

き家庭の増加や自動車による移動の状況などもあり、保護者の職場近くのサービス提供施設を

希望する傾向も見受けられることから、会津若松市全体を一つの区域として設定します。 
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（３）対象事業 

教育・保育の量の見込みと提供体制 

対象事業 備考 

１ １号認定（認定こども園及び幼稚園）  

２ ２号認定（認定こども園及び保育所）  

３ ３号認定（認定こども園及び保育所＋地域型保育）  

 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制 

対象事業 備考 

１ 利用者支援事業  

２ 地域子育て支援拠点事業  

３ 妊婦健康診査  

４ 乳児家庭全戸訪問事業  

５ 養育支援訪問事業  

６ 子育て短期支援事業  

７ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業）  

８ 一時預かり事業  

９ 延長保育事業  

10 病児保育事業  

11 こどもクラブ（放課後児童健全育成事業）  

12 実費徴収に係る補足給付を行う事業  

13 多様な主体が教育・保育分野に参入することを促進するための事業  

14 子育て世帯訪問支援事業 児童福祉法の改

正による新規三

事業 

15 児童育成支援拠点事業 

16 親子関係形成支援事業 

17 妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業 子ども・子育て支

援法の改正によ

る新規三事業 

18 乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

19 産後ケア事業の提供体制の整備 
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２ 教育・保育の量の見込みと提供体制☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★ 

幼児期の学校教育・保育において、現在の利用状況とともに将来の利用希望を把握し、計画

期間内に必要な施設や事業を確保する必要があります。 

教育・保育における需要量（ニーズ量）を把握し、「量の見込み」を算出するにあたり、令和

５年度のニーズ調査を活用します。 

ニーズ調査の結果や利用状況を踏まえた「量の見込み」と、それに対する「確保の方策」は

以下のとおりです。 

 

◇施設型給付及び地域型保育給付 量の見込みと確保方策（令和７年度） 

区 分 1 号 

2 号 3 号 

計 幼児期の学校

教育の利用 

希望が強い 

左記以外 2歳 1歳 0歳 

①量の見込み 268 人 177 人 1,840 人 536 人 437 人 401 人 3,659 人 

② 

確保 

方策 

特定教育・

保育施設 
640 人  1,795 人 512 人 460 人 324 人 3,731 人 

特定地域型

保育事業 
   36 人 34 人 30 人 100 人 

その他   121 人 31 人 36 人 31 人 219 人 

②－① 195 人  76 人 43 人 93 人 -16 人 391 人 

※その他：「企業主導型保育施設の地域枠」+「運営費支援等を行っている認可外保育施設」（以下同様） 

 

◇施設型給付及び地域型保育給付 量の見込みと確保方策（令和８年度） 

区 分 1 号 

2 号 3 号 

計 幼児期の学校

教育の利用 

希望が強い 

左記以外 2歳 1歳 0歳 

①量の見込み 254 人 166 人 1,737 人 459 人 502 人 392 人 3,510 人 

② 

確保 

方策 

特定教育・

保育施設 
640 人  1,794 人 522 人 470 人 330 人 3,756 人 

特定地域型

保育事業 
   36 人 34 人 30 人 100 人 

その他   121 人 31 人 36 人 31 人 219 人 

②－① 220 人  178 人 130 人 38 人 -1 人 565 人 
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◇施設型給付及び地域型保育給付 量の見込みと確保方策（令和９年度） 

区 分 1 号 

2 号 3 号 

計 幼児期の学校

教育の利用 

希望が強い 

左記以外 2歳 1歳 0歳 

①量の見込み 229 人 150 人 1,566 人 528 人 490 人 387 人 3,350 人 

② 

確保 

方策 

特定教育・

保育施設 
612 人  1,779 人 523 人 467 人 325 人 3,688 人 

特定地域型

保育事業 
   36 人 34 人 30 人 100 人 

その他   121 人 31 人 36 人 31 人 219 人 

②－① 233 人  334 人 62 人 47 人 -1 人 675 人 

 

◇施設型給付及び地域型保育給付 量の見込みと確保方策（令和 10 年度） 

区 分 1 号 

2 号 3 号 

計 幼児期の学校

教育の利用 

希望が強い 

左記以外 2歳 1歳 0歳 

①量の見込み 222 人 146 人 1,521 人 516 人 484 人 384 人 3,273 人 

② 

確保 

方策 

特定教育・

保育施設 
623 人  1,790 人 524 人 469 人 328 人 3,734 人 

特定地域型

保育事業 
   36 人 34 人 30 人 100 人 

その他   121 人 31 人 36 人 31 人 219 人 

②－① 255 人  390 人 75 人 55 人 5 人 780 人 

 

◇施設型給付及び地域型保育給付 量の見込みと確保方策（令和 11 年度） 

区 分 1 号 

2 号 3 号 

計 幼児期の学校

教育の利用 

希望が強い 

左記以外 2歳 1歳 0歳 

①量の見込み 219 人 144 人 1,501 人 510 人 481 人 380 人 3,235 人 

② 

確保 

方策 

特定教育・

保育施設 
638 人  1,790 人 524 人 469 人 328 人 3,749 人 

特定地域型

保育事業 
   36 人 34 人 30 人 100 人 

その他   121 人 31 人 36 人 31 人 219 人 

②－① 275 人  410 人 81 人 58 人 9 人 833 人 
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３ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制☆★☆★☆★☆ 

 

（１）利用者支援事業 

 

【事業概要】 

こどもとその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供

及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施します。 

 

【現状】 

本市においては、令和６年度から母子保健と児童福祉の両機能が一体となった「こども家庭

センター」を設置しています。 

 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（か所） 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

確保方策 

（か所） 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

事業実績 

（か所） 
1 1 1 1       

 

（２）地域子育て支援拠点事業 

 

【事業概要】 

認定こども園や保育所等に「地域子育て支援センター」を開設し、育児相談や園庭開放等を

実施するとともに、子育ての孤立感や負担感の解消を図り、子育て支援に取り組んでいます。 

 

【現状】 

令和５年度は、年間延べ 15,019件の利用となっています。 

 

【確保方策の考え方】 

ニーズ調査結果による推計と実績を踏まえて「量の見込み」を算出し、見込み量に応じた枠

の確保に努めます。 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
28,800 28,356 27,864 27,312 26,312 16,428 16,224 16,763 16,522 16,355 

確保方策 

（か所） 
24 24 24 24 24 29 29 29 29 29 

事業実績 

（人日） 
12,247 9,778 11,570 15,019       

（か所） 26 26 27 28       
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（３）妊婦健康診査 

 

【事業概要】 

妊婦の健康の保持と増進を図るため、妊婦に対する 15 回の健康診査として、健康状態の把

握、検査計測、保健指導等を実施するとともに、必要に応じた医学的検査を実施します。 

 

【現状】 

令和５年度は延べ 6,812人に対して妊婦健康診査を実施しました。 

 

【確保方策の考え方】 

全ての対象者へ実施する体制にあることから検査の周知、啓発を行います。 

 

（人回：年間の実施回数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人回） 
12,120 11,910 11,670 11,415 11,220 9,750 9,750 9,750 9,750 9,750 

確保方策 

（人回） 
12,120 11,910 11,670 11,415 11,220 9,750 9,750 9,750 9,750 9,750 

事業実績 

（人回） 
9,262 8,251 7,886 6,812       
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 

 

【事業概要】 

生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育環境

等の把握を行います。 

 

【現状】 

令和５年度は、出産・子育て応援事業による経済的支援と一体的に実施することにより、実

施率向上等の成果が得られました。 

令和７年度からは、制度化された妊婦等包括相談支援事業の出産後の面談として位置づけ、

引き続き経済的支援と一体的に実施します。 

 

【確保方策の考え方】 

全ての家庭を対象としていることから、事業の周知を行い、希望されない方の把握や支援を

合わせて行います。 

（人：年間の利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人） 
808 794 778 761 748 650 650 650 650 650 

確保方策 

（人） 
808 794 778 761 748 650 650 650 650 650 

事業実績 

（人） 
704 644 630 587       
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（５）養育支援訪問事業 

 

【事業概要】 

養育支援が特に必要であると判断した家庭を訪問し、養育に関する指導・助言を行うことに

より、適切な養育の支援に努めます。 

 

【現状】 

本市においては、養育支援員を３名配置し、適切な養育の支援に努めています。 

 

【確保方策の考え方】 

過去の実績値から「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた枠の確保に努めます。 

 

（人日：年間の延べ利用回数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
70 70 70 70 70 60 60 60 60 60 

確保方策 

（人日） 
70 70 70 70 70 60 60 60 60 60 

事業実績 

（人日） 
58 38 47 8       

※令和４年度までの事業実績は、産後ヘルパー派遣事業の利用実績を含む。 
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（６）子育て短期支援事業 

 

【事業概要】 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童

について、児童養護施設等に入所させ、必要な養育・保護を行います。 

 

【現状】 

本市においては、平成 29年より母子生活支援施設への業務委託により事業を実施しており、

令和５年度は、３世帯が延べ９日の利用となっています。 

 

【確保方策の考え方】 

過去の実績値等を基に「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた枠の確保に努めます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 

確保方策 

（人日） 
70 70 70 70 70 70 70 70 70 70 

実施箇所数 

（か所） 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

事業実績 

（人日） 
31 16 11 9       

実施箇所数 

（か所） 
1 1 1 1       
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

 

【事業概要】 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を

受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、

調整を行います。 

 

【現状】 

令和５年度（令和６年３月末日現在）の会員数は、「おねがい会員」が 675名、「サポート会

員」が 112名、「両方会員」が 20名の計 807名となっています。「おねがい会員」は増加傾向で

あるのに対し、「サポート会員」は減少傾向にあり、「サポート会員」の育成・確保が求められ

ます。 

 

【確保方策の考え方】 

過去の実績値を基に「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた枠の確保に努めます。 

また、今後の供給体制の確保のため、サポート会員の確保に努めていきます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
4,056 4,004 3,900 3,796 3,744 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 

確保方策 

（人日） 
4,056 4,004 3,900 3,796 3,744 4,500 4,500 4,500 4,500 4,500 

事業実績 

（人日） 
2,572 2,918 2,718 4,277       
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（８）一時預かり事業 

 

【事業概要】 

一時的に家庭での保育が困難となった乳幼児について、幼稚園、保育所、認定こども園、地

域子育て支援拠点及びその他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行います。 

 

【現状】 

令和５年度は、主に非在園児を対象とした「一般型」を 24施設、在園児を対象とした「幼稚

園型」を 18施設で実施しました。 

 

【確保方策の考え方】 

ニーズ調査結果による推計と実績を踏まえて「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた

枠の確保に努めます。 

また、今期計画から、利用児童数が定員に達していない場合に、定員までの範囲で一時預か

りを行う「余裕活用型」も含めたニーズ量及び確保方策を見込みます。 

 

◇一時預かり事業（幼稚園型）                      (人日：年間の延べ利用者数) 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
36,785 35,822 35,335 34,988 34,611 11,081 10,607 9,805 9,355 9,092 

確保方策 

（人日） 
36,785 35,822 35,335 34,988 34,611 11,081 10,607 9,805 9,355 9,092 

（か所） 16 16 16 16 16 18 18 19 19 19 

事業実績 

（人日） 
12,968 11,150 9,043 12,128       

（か所） 16 18 18 18       

 

◇一時預かり事業（一般型・余裕活用型）                   (人日：年間の延べ利用者数) 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
5,549 5,463 5,398 5,335 5,272 1,833 1,766 1,700 1,663 1,644 

確保方策 

（人日） 
5,549 5,463 5,398 5,335 5,272 1,833 1,766 1,700 1,663 1,644 

（か所） 21 21 21 21 21 27 27 27 27 27 

事業実績 

（人日） 
2,292 2,001 1,507 1,446       

（か所） 24 24 24 24       
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（９）延長保育事業 

 

【事業概要】 

保育の認定を受けたこどもについて、通常の利用日や利用時間以外に、認定こども園、保育

所等において保育を実施します。 

 

【現状】 

令和５年度は、市内の保育所や認定こども園、地域型保育事業所の 36 施設において、保護者

の就労形態に対応した延長保育を実施しました。 

 

【確保方策の考え方】 

ニーズ調査結果による推計と実績を踏まえて「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた

枠の確保に努めます。 

 

（人：年間の実利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人） 
2,114 2,096 2,060 2,041 2,021 1,489 1,430 1,371 1,340 1,325 

確保方策 

（人） 
2,114 2,096 2,060 2,041 2,021 1,489 1,430 1,371 1,340 1,325 

（か所） 35 35 35 35 35 35 35 35 35 35 

事業実績 

（人） 
1,427 1,549 1,496 1,484       

（か所） 38 38 36 36       
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（10）病児保育事業 

 

【事業概要】 

病院に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に病児・病後児の保育を行い

ます。 

 

【現状】 

市の委託事業として１か所で病児保育を実施しており、令和５年度の利用者は延べ 483人と

なっています。 

 

【確保方策の考え方】 

ニーズ調査結果による推計と実績を踏まえて「量の見込み」を算出するとともに、民間で企

業主導型保育事業として実施している病児保育においても、利用者ニーズに対応していること

から、今期計画からは民間の病児保育施設分も含めて確保方策として見込み、年間の開所日

（240日前後）に定員数（計８人）を乗じた 1,920人日を確保していきます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
385 375 368 362 355 539 519 499 485 473 

確保方策 

（人日） 
960 960 960 960 960 1,920 1,920 1,920 1,920 1,920 

（か所） 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 

事業実績 

（人日） 
64 116 45 483       

（か所） 1 1 1 1       
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（11）こどもクラブ（放課後児童健全育成事業） 

 

【事業概要】 

保護者の就労等により放課後等に家庭での保育を受けることの出来ない小学生を対象に「こ

どもクラブ」を設置し、適切な遊び及び生活の場を提供することで児童の健全育成を図ります。 

 

【現状】 

令和５年度は、23ヶ所（51クラス）で事業を実施し、５月１日時点で 1,902名が登録してい

ます。なお、令和６年度から「大戸こどもクラブ」を新設したことで、全ての小学校区におい

てこどもクラブを運営しています。 

 

【確保方策の考え方】 

ニーズ調査結果による推計と現在の利用傾向を踏まえて「量の見込み」を算出し、量の見込

みに応じた枠の確保に努めます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
実績 計画 

令和 
２年度 

令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

令和 
６年度 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
1,829 1,816 1,763 1,711 1,666 2,133 2,066 2,002 1,919 1,824 

確保方策 

（人日） 
1,979 1,979 1,979 1,979 1,979 2,133 2,123 2,123 2,123 2,123 

（か所） 50 50 50 50 50 55 55 55 55 55 

事業実績 

（人日） 
1,747 1,833 1,868 1,822       

（か所） 50 51 51 51       

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 

【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用

品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用や行事への参加に要する費用

を助成しています。 

 

 

（13）多様な主体が教育・保育分野に参入することを促進するための事業 

 

【事業概要】 

教育・保育施設等への民間事業者の参入に関する調査研究や、多様な事業者の能力を活用し

た教育・保育施設等の設置や運営を促進する事業です。 
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（14）子育て世帯訪問支援事業 

 

【事業概要】 

家事・育児等に対して不安又は負担を抱える子育て世帯、妊産婦、ヤングケアラー等がいる

家庭に子育てヘルパーが訪問し、家事・育児等の支援を行います。 

 

【現状】 

本市においては、令和５年度に事業を開始し、初年度実績は延べ 40回の利用がありました。 

 

【確保方策の考え方】 

直近の実績値を参考にしながら「量の見込み」を算出し、量の見込みに応じた枠の確保に努

めます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 
計画 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（人日） 
100 100 100 100 100 

確保方策 

（人日） 
100 100 100 100 100 

事業実績 

（人日） 
     

 

 

（15）児童育成支援拠点事業 

 

【事業概要】 

養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童等に対して、当該児童の居場所

となる場を開設し、児童とその家庭が抱える多様な課題に応じて、生活習慣の形成や学習のサ

ポート、進路等の相談支援、食事の提供等を行うとともに、児童及び家庭の状況をアセスメン

トし、関係機関へのつなぎを行う等の個々の児童の状況に応じた支援を包括的に提供すること

により、虐待を防止し、こどもの最善の利益の保障と健全な育成を図る事業です。 

本市においては、既存事業や実施団体と連携しながら児童の状況に応じた支援を行っていき

ます。 
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（16）親子関係形成支援事業 

 

【事業概要】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者及びその児童に対し、講義やグ

ループワーク、ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達の状況等に応じた情報の提供や相

談及び助言を実施するとともに、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相互に悩みや不安を相

談・共有し、情報の交換ができる場を設ける等、必要な支援を行うことにより、親子間におけ

る適切な関係性の構築を図る事業です。 

本市においては、当該事業のニーズの把握に努めながら、近隣市町村等との連携による実施

などを含めて、今後の実施のあり方について研究してまいります。 

 

 

（17）妊婦のための支援給付・妊婦等包括相談支援事業  

 

【事業概要】 

妊婦であることの認定後及び妊娠しているこどもの人数の届出を受けた後、給付金を支給す

る「妊婦のための支援給付」が令和７年度から実施されます。 

「妊婦等包括相談支援事業」は、妊婦・その配偶者等に対して面談等により、情報提供や相

談等（伴走型相談支援）を行う事業です。上記の支援給付と組み合わせて行います。 

 

【現状】 

本市においては、令和５年２月から出産・子育て応援事業（伴走型相談支援及び出産・子育

て応援給付金給付の一体的実施事業）として実施しています。子ども・子育て支援法等の一部

を改正する法律において、子ども・子育て支援法に妊婦のための支援給付、児童福祉法に妊婦

等包括相談支援事業が創設され、令和７年度から開始されます。 

 

【確保方策の考え方】 

全ての対象者へ実施する体制にあることから事業の周知に努めます。 

 

（回：年間の給付件数） 

区 分 
計画 

令和 
７年度 

令和 
８年度 

令和 
９年度 

令和 
10年度 

令和 
11年度 

量の見込み 

（回） 
1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

確保方策 

（回） 
1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

事業実績 

（回） 
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（18）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度） 

 

【事業概要】 

満３歳未満のこどもであって、「子どものための教育・保育給付」を受けていない者を対象に、

保育所や認定こども園などの施設で、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問わず

時間単位等で柔軟に利用できる新たな通園給付（「こども誰でも通園制度（仮称）」）の創設が予

定されています。 

 

【確保方策の考え方】 

国では令和６年度に、本格実施を見据えた試行的事業を実施しており、令和７年度からの制

度化及び令和８年度からの本格実施に向けて検討しているところです。 

本市においては、制度に係る設備及び運営に関する基準（内閣府令）に基づき、令和７年度

から地域子ども・子育て支援事業として「乳幼児等通園支援事業」を実施し、令和８年度から

子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として「乳児等のための支援給付」を実施する予定

です。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 

計画 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

量の見込み 
(人日) 

5,602 5,245 5,336 5,268 5,216 

確保方策 

（人日） 
6,336 6,336 6,336 6,336 6,336 

事業実績 

（人日） 
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（19）産後ケア事業の提供体制の整備 

 

【事業概要】 

産後１年未満の母親と乳児を対象として、指定の医療機関・助産所等において、助産師等に

よる心身のケアや育児のサポート等を行います。 

本市においては、平成 29年度から事業を実施しています。なお、母子保健法の改正により、

令和３年度から実施が市町村の努力義務となりました。 

 

【現状】 

本市では事業委託により、２か所の利用施設を確保し実施しています。 

 

【確保方策の考え方】 

現状では、申請件数に見合った提供が可能な状況にありますが、利用しやすい環境整備とし

て市内における実施施設の確保に努めていきます。 

 

（人日：年間の延べ利用者数） 

区 分 

計画 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

量の見込み 

（人日） 

35 45 50 55 60 

確保方策 

（人日） 

（か所） 

50 75 75 75 75 

2 3 3 3 3 

事業実績 

（人日） 
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４ 放課後子ども教室の推進☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆★☆ 

 

全てのこどもが放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができる場所の

拡充を目指し、こどもクラブと校内交流型（※）で実施する放課後子ども教室の整備を推進し

ます。 

第２期子ども・子育て支援事業計画に沿って整備した市内 13 か所の放課後子ども教室を継

続実施し、学校の余裕教室の状況把握や地域人材の掘り起こしを図りながら、校内交流型の開

設を検討します。 

校内交流型の実施にあたっては、プログラムの充実や学校施設の具体的な活用に向けて、地

域学校協働活動推進員、こどもクラブの放課後児童支援員、学校関係者等による定期的な情報

交換・協議の場を設け、各地区の実情に合わせた運営に努めます。 

さらに、放課後子ども教室を所管する教育委員会とこどもクラブを所管する健康福祉部との

間で定期的な情報交換を行い、事業の検証や課題解決に対応していきます。 

 

放課後子ども教室の目標事業量 

区 分 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

目標事業量 13 か所（11） 13 か所（11） 13 か所（12） 13 か所（12） 14 か所（13） 

                    （ ）は、こどもクラブと校内交流型の教室数 

 

※校内交流型 … こどもクラブと放課後子ども教室が連携し、共働き家庭等の児童を含

めた全ての児童が放課後子ども教室の活動プログラムに参加できるも

ので、両事業が同一小学校内等で実施されているもの。新・放課後子

ども総合プランでは「一体型」として推進してきた。 

 

 


